
以下の手順を経て、都道府県労働局長が、地方最低賃金審議会の答申を踏まえて改定。  

大臣          中央最低賃金審議会 

６月～７月 

① 
諮問 

 

地方最低賃金審議会 

７月～８月 

１０月～ 

② 
調査 
審議 

※中央最低賃金審議会は、全都道府県をA・B・C・D 
 の４つのランクに分けて、改定額の「目安」を提示。 
 地方最低賃金審議会では、この目安を参考に、地域 
 の事情を踏まえて、改定額の詰めの審議が行われる。 

地域別最低賃金額の改正決定の手順 

③ 
目安※
の答申 

公益、労働者、使用者 
三者の代表が構成 

労働 
局長 

６月～７月 

①’ 
諮問 

 

②‘ 
調査審議 

 

８月頃 

労働 
局長 

（30日間） 

⑤ 
改定額の
決定・ 
公示 

④ 
改定額
の答申 

⑥ 
発効 

 

資料７ 


